
国際海運ゼロエミ化への
新しい取り組み方

（CO2削減に向けた海事分野の取組と課題）
「みんなで実現する船のCO2削減」

基調講演
2022年5月20日

大和裕幸
国立研究開発法人 海洋研究開発機構 理事長

横国大客員教授、東大名誉教授

1



国際海運ゼロエミ化
ー社会的責任を負う総合産業の新パラダイム
• （1）技術、（2）燃料サプライチェーン、（3）GHG規制、が不確定
• （1）～（3）を関係するステークホルダーで決めてしまえば、船の設計は
でき、具体的な環境性能とコストを求められる

• 環境性能とコストを求めるためのシミュレーター
• ステークホルダー間の合意による実行解策定のためのコミュニケーション
プラットフォーム

• ステークホルダーとして、荷主、船主、船社、造船所、舶用・機関、燃料
供給者、港湾管理者、規制当局、金融が必要

• 金融についてはSDGとESGの考え方を整理
• 未来を予測するシミュレータと合意形成のためのコミュニケーションプ
ラットフォームによる新しいパラダイム
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IMOの道筋 2008年に比して・・・
～2030年：40％以上の燃費性能の向上
～2050年：国際海運からの排出総量50％以上の削減
～2100年：なるべく早い時期に排出量ゼロを達成→2050年までにネットゼロ

未確定な技術とインフラの状況
1. 機関・燃料技術：LNG、アンモニア、水素、CCS、FC いずれも技術的に未完成
2. 燃料インフラの整備：燃料転換に伴う燃料価格と港湾バンカーインフラの整備
3. 規制：炭素課金などの制度が未定

国際海運ゼロエミッション化と未確定な技術・インフラ・規制



技術・インフラ・規制の進展の中で遷移する船舶
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• ゼロエミに至るまでどのような船をいつ投入すればよいか
• 環境的にも経済的にも最適な船舶の設計

遷移する船舶像
GSC調査資料より



国際海運ゼロエミ化の捉え方
未確定な技術とインフラの状況→何を作るべきか決まらない
しかし、

1.機関・燃料技術→どの燃料を使うかを決めれば設計はできる
2.インフラの整備→燃料供給会社の意向次第
3.規制→無茶な制度としないように当局にお願いする

• 造船、海運、荷主、燃料、金融などのステークホルダー全体で解決
するべき問題

• コストと環境負荷に関する数値データに基づくステークホルダーの
協調が必要

• そのためのシステムが望まれる
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国際海運に係わるステークホルダーと合意形成
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国際海運ゼロエミ化はみん
なで解決する社会的問題
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講演内容について
• 一般財団法人 次世代環境船舶開発センターでは、2021年度に国際海運
ゼロエミ化への「最適解」を求めるために「ソリューション評価システム
研究会」を設置して検討した。

• 全世界トレンドの検討
• 世界中のバルクキャリア10000隻余についてシミュレータを構築して、ゼロエミ化へ
の道筋を検討した。

• 特定航路ゼロエミプロジェクトの検討
• 日本西豪州間の鉄鉱石輸送船について課題を設定しプロジェクト計画手法について
検討した。

• プロジェクト計画を行うプラットフォームを構築
• 船舶設計から金融におけるESG手法までの実例を示した。

• 国際海運ゼロエミ化ビジネスのためのオープンイノベーション型モデルと
そのためのシステムについて示し、提案したい。
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全世界トレンドの検討
世界のバルクキャリア10000隻余りについて、
• 燃料が重油からLNG、そしてアンモニアへと２種類の船舶で遷移する場合
• 重油からARーLNG燃料船（アンモニアレディLNG焚き船）へと1回の遷移
で済む場合

とを比較して、新しいコンセプトの船舶の導入でどのようにトレンドが変
化するかを検討した。

シミュレーションを行い評価する。

出典
和中真之介1、稗方和夫２、大和裕幸３：国際海運ゼロエミッション達成のための環境・技術・経
済のシミュレータによる評価、第13回日本海洋政策学会学術講演会、2021年12月3日
１海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所、２東京大学大学院新領域創成科学研究科、
３東京大学名誉教授 大和裕幸
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シミュレータ：SDモデル
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Vi = Vi-1 + Bi-1 - Si-1

Vi : i年の船腹量 ＝ i年の船腹需要
→ 需要予測からバラスト航海比率で必要船腹量を求める。

Bi : i年の新造船腹量
→ 各サイズへの分配は過去5年間の船腹量比率による。

Si : i年の解撤量
→ 「CIIによる解撤」、「実績データによる解撤」、「船齢による解撤」



シミュレータ：アーキテクチャ
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造船所の
製品ラインナップ

シミュレータ

運航

新造・解撤

船腹量

船社意思決定

アウトプット
フリート全体での
• 船団構成の時系列・推移
• GHG排出量 (ton)
• 運航コスト(OPEX)
• 導入コスト(CAPEX)
• 必要運賃(USD/ton-mile)

輸送需要予測
規制動向

(CII, 炭素課金)

燃料価格予測 ポセイドン原則

外部環境・シナリオ

• 重油（HFO）燃料船
• LNG燃料船
• アンモニア（NH3）燃料船



 船腹量、コスト、環境負荷等の比較を通じて最適な戦略を考える。
 炭素課金の影響も検討する。

例題：世界のバルクキャリア10279隻のゼロエミ化
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LNG燃料船がない場合 重油燃料船→アンモニア燃料船

LNG燃料船がある場合 重油燃料船→LNG燃料船→アンモニア燃料船



例題：船腹量と船団構成の推移

 LNG燃料船がない場合

• 重油燃料船の使用期間が長い
• アンモニア燃料船の導入時期が早まる

→インフラ整備の時期が早くなる

 LNG燃料船がある場合

• 2040年頃の建造需要が過多
→国際海運の破綻？
→どのような投資をするか

• 2042年にゼロエミによる差別化は終わ
りコスト競争の時代になる

12※グラフの縦軸は、初期の船腹量を1として表示



例題：燃料コスト（排出総量）
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 LNG燃料船がない場合、ある場合に
比べてコスト増
→燃料価格に依存するので、バンカー
価格などに注意
→バンカー拠点整備が課題

赤: LNG燃料船あり

青: LNG燃料船なし

※グラフの縦軸は、初期の燃料コストを1として表示



例題：コストの比較
 LNG燃料船がない場合

 OPEXは燃料費のみ

 LNG燃料船を使用するとOPEXは節約できるが、リプレイス量が増えるため、2040年からCAPEX
は増加

 LNG燃料船がある場合

14※グラフの縦軸は、初期の合計コスト(CAPEX+OPEX)を1として表示



例題：CO2排出量の比較
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 LNG燃料船がある場合には初期にはCO2排
出量が少なくなるが、その後逆転される。

 LNG燃料船がないほうがゼロ・エミッショ
ンは早く達成される。

 CO2排出量とコストとの関係で吟味が必要。

 炭素課金がいつから始まるかの分析必要。

※グラフの縦軸は、初期のCO2排出量を1として表示



例題：環境規制の影響
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 炭素課金がない場合と、2030年から炭素課金が導入された場合の比較
 炭素課金がある場合

時期（年） 炭素課金（USD/CO2-ton）

2018-2029 なし

2030- 250



例題：環境規制の影響(LNG燃料船がない場合)
炭素課金がない場合

CII評価による強制解撤の影響が大きく、重油(HFO)燃料船が解撤されるタイミングは変わらない

一方で、炭素課金によってアンモニア燃料と重油の価格差が縮まるため、アンモニア燃料船導入量が増加する

炭素課金がある場合

17



例題：環境規制の影響(LNG燃料船がある場合)
炭素課金がない場合

現在でもLNG燃料船が大量に建造され、2025年頃からアンモニア燃料機関が使われ、アンモニア燃料もどこでも
得られる、と言う仮定での計算

炭素課金によってアンモニア燃料とLNG燃料の価格差のメリットが減少し、アンモニア燃料船導入のタイミング
が早まり、結果としてアンモニア燃料船の導入量が増加する

 CII評価による強制解撤の影響が大きいため、重油(HFO)、LNG燃料船が解撤されるタイミングは変わらない

炭素課金がある場合
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例題からわかること
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①LNG燃料船が導入されない場合には、2023年までは重油のみが使われるが、そこか
らアンモニアへの転換が始まる。LNG燃料船が導入される場合には、2019年から
LNGへの切り替えがおこり、2030年頃からアンモニア燃料船に変わっていく。

②アンモニア供給インフラの整備はLNG燃料船がない場合はすぐに開始しなくてはな
らない。

③コストはLNG燃料船を入れたほうが低い。
④二酸化炭素排出量は、LNG燃料船を使わない方がアンモニアへの転換が早く進むた
めに少ない。

⑤炭素課金の導入はLNG燃料船がないときは効果はなく、あるときはアンモニアへの
転換が早まり総排出量も削減され有効。

 これらシミュレーション結果から、ステークホルダーに技術的、環境的、経済的評
価のためのデータを示すことが出来る



結論と今後
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 仮定のもとでのトレンド分析であるが、数値的な評価ができる。
 造船業、燃料供給業などの将来をみることができる
 造船・海運ばかりでなく、荷主、金融、燃料などの各業界や政府などの観点からの
検討が必要

 規制の検討、造船産業政策などへの検討に使える



特定航路プロジェクトの評価
ー「合意」による実ビジネスのシミュレーション

• 日本－西豪州間の鉄鉱石輸送航路のゼロエミ化

• 「合意」によるビジネスソリューションのための方法論
• ステークホルダー図とデザインスパイラルの仮定

• システム
• シミュレーターによる将来予想とそれに対するステークホルダー間のコミュ
ニケーションをサポートするシステムを結合して構成

• 以下の計算結果は、研究会メンバーの和中 真之介（国立研究開発法人
海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所）による
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技術・インフラ・規制の進展の中で遷移する船舶
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• ゼロエミに至るまでどのような船をいつ投入すればよいか
• 環境的にも経済的にも最適な船舶の設計

遷移する船舶像
GSC調査資料より



ステークホルダー全員で合意する

• 国際海運に関わるス
テークホルダーは多岐
に亘る

• 全てのステークホル
ダーの利害を考慮した
設計が必要

• 情報分析・予測をベー
スにコミュニケーショ
ンにより、各ステーク
ホルダー間のコンセン
サスを得る。これが実
行解になる。
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デザインスパイラル→ステークホルダー合意解の達成

国
港湾設置者
燃料製造供給社
IMO
船級協会

調査・設計・評価+船社判断＋荷主判断+金融判断

調査・設計・評価

船主要望 トリガー

 造船所が中心となって技術ソ
リューションを企画・開発して
いく場合のスパイラル

 ステークホルダーごとにトリ
ガーは異なる

 荷主圧力、造船技術など、トリ
ガーのためのトリガーもある

国際動向荷主要望デザインスパイラルの例

調査・設計・評価+船社判断

造船提案ソリューション
イニシャルソリューション

造船・船社・荷主・金融ソリューション
最終ソリューション

造船・船社・荷主ソリューション

造船・船社ソリューション

調査・設計・評価+船社判断＋荷主判断

第1ループ：
造船

第2ループ：
造船・船社

第3ループ：
造船・船社・荷主

第4ループ：
造船・船社・荷主・金融



特定航路モデル シナリオ全体概要
項目 内容

対象船 20万DWT級ケープサイズBC
（19万DWT～21万DWT）

航路/貨物 西豪州-日本 / 鉄鉱石

積地 Port Hedland

揚地 日本

初期船団 建造年ごとの性能差を考慮して設定

輸送需要 輸送需要：3,500万トン/年、
需要の変化：将来に亘り増減なし

初期船団の隻数 23隻

アンモニア燃料技術普及時期 2025年以降

給油地/インフラ整備時期 揚地/揚地近郊：極東、中間地点：シンガポール
※積地でのバンカリングは考慮しない
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航路・運航パターン

揚地

積地

NH3バンカリング
Laden：abt. 
4,000SM

Ballast：abt. 
5,000SM

揚地/NH3バンカリング

積地

Laden：abt. 
4,000SM

Ballast：abt. 
4,000SM

HFO・LNG(2020年～)/NH3(2035年～)HFO・LNG・NH3（2025～2035年）

揚地/バンカリング

積地

Laden：abt. 
4,000SM

Ballast：abt. 
4,000SM

HFO・LNG(2020年～)

26



2 2

1 1

0 0 0 0

4 4

2 2 2

1

0

2

0

1

2

3

4

5

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2017 2018 2019 2020

隻
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建造年

初期船団の設定 – 建造年分布

初期船団の燃費性能推定方針
• EEDI適用船：規制を満足するよう馬

力性能を推定、当該年の竣工実績を
考慮

• EEDI非適用船：当該年の竣工実績よ
り馬力性能を推定
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燃料油価格の設定（GSCによる調査）
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計算条件

2
9

1.規制: CIIによる減速
2.解撤: 船齢による解撤
3.輸送需要: 一定
4.燃料価格: GSC
5.炭素課金: 100 (USD/CO2-ton), 250(USD/CO2-ton)



船団のガントチャート（計算改訂）
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建造量平準化 (コスト重視) 建造量平準化 (環境重視)

青：HFO、赤：LNG、緑：アンモニア、赤→緑はAR-LNG船による切り替え



コスト(OPEX, CAPEX, Retrofit, Carbon tax)（計算改訂）
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建造量平準化 (コスト重視) 建造量平準化 (環境重視)
合計: 5293 (M USD) 合計: 5576 (M USD)



CO2排出量 （計算改訂）
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建造量平準化 (コスト重視) 建造量平準化 (環境重視)

12.42 (M ton) 8.02 (M ton)

コスト重視型では、2050年にゼロエミッションを達成しない
→炭素課金で追加のコストを支払いながらCO2を排出している

環境重視型では、2030年より全ての船舶をアンモニア燃料船として建造するため、2040年には
全ての船舶をゼロエミッション船としてトランジション可能



特定航路プロジェクトのまとめ
• 特定航路プロジェクトは、船団に関するシミュレーションが可
能で、それに基づくコミュニケーションを行うことができる

• 環境負荷とコストの関係、あるいは環境重視型、コスト重視型
などのステークホルダーの意向を反映させることができる
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全世界トレンドと特定航路プロジェクト
• インフラ整備がポイントになる

• 全世界モデルと全く違う答え
• 特定航路プロジェクトではインフラを一か所だけ整備すればよい
• 船主選好が船主意思決定モデルと異なっている

• 必要な船が異なる
• 全世界トレンドと特定航路プロジェクトでは異なる結果
• 全世界トレンドは特定航路プロジェクトの総和であるはず
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国際海運ゼロエミ化のためのESG融資
• コストと環境負荷のバランスの中で社会に受け入れられる解に
融資がなされる。

• ESG基準などが用いられる。
• これに対応したソリューションを提示し、金融界から融資投資
を受けることが最後のゴール→ソリューションの社会受容性
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船舶融資の原則

木原知已：船舶金融論【2訂版】137ページ
より
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融資・投資の新しい考え方：SDG’sとESG
• SDG’sは目標設定
• ESG投資

• 非財務情報ー環境・社会・企業統治
• 環境

• GHG排出削減量・コスト・工事環境負荷・廃棄物削減
• 社会

• ステークホルダー管理/連帯性/統御・製造者管理・安全性/実行可能性
• 企業統治

• 企業環境戦略・内部統制システム・長期サステナビリティ戦略・取締役会・
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具体例 グリーン/ソーシャル/サステナビリティローンの仕組み

https://www.smbc.co.jp/hojin/financing/sdgs_loan/ 38



日鮮海運様のスクラバー導入資金

https://www.smbc.co.jp/hojin/financing/sdgs_loan/resources/pdf/project_2019_01_pdf_01.pdf
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ステークホルダーの合意達成のための
ソリューション評価システムの試作
• ループを回してコミュニケーションを進めるのにファシリテー
タを想定する必要がある

• 各ループでワークショップを行い、説明した後、期日までにコ
メントを集めて、ファシリテータが整理

• ループに応じてステークホルダーが変わっていく

• 多分野協調のためのプロジェクトマネージメントソフトウェア
を「Notion」をベースに試作

• 将来のクラウドでの運用を想定
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システムのアーキテクチャ
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コミュニケーション
ソフトウェア

ソリューション
シミュレーター

ステークホルダー
船社(第2ループ)

計算オペレータ ファシリテータ

ステークホルダー
造船(第1ループ)

ステークホルダー
荷主(第3ループ)

ステークホルダー
金融



試作システムの紹介動画
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• ファイルが大きくて配布資料には入れていません。
• プレゼンの際にお見せします。



ソリューション評価システム
ーデータに基づくESG戦略ソリューションの実現

• シミュレーションデータで具体的なコストと環境負荷が計算で
きる

• 長期的な展望・ビジョンが示せる
• ステークホルダーの範囲やその役割・責任も明確
• ソリューションの評価が融資可能性評価資料になる
• 標準的なESGデータモデル構築になる
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まとめ
• 国際海運ゼロエミ化に含まれる技術・燃料インフラ・規制の未
決定要素はステークホルダー全員で合意して決定、そのうえで
ソリューションを求め実行する

• ファシリテーターは国際海運ゼロエミ化のインテグレーター
• 社会的責任は、SDG＋ESG指向で社会に発信し、資金を調達す
る

• そのためのプラットフォームソフトウェアを試作した。
• 社会的責任を果たす総合産業の新パラダイム探究
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提案 ＝ みんなで実現する船のCO2削減
• ゼロエミ化を契機として造船ビジネスをオープンイノベーショ
ン型・ステークホルダー合意形成型に転換

• 不透明なビジネス環境のなかで社会的責任を果たす総合産業のパラダ
イム

• 具体的行動
• 世界に先駆けて具体的なゼロエミ航路の実装を行う

• 世界に向けて国際海運ゼロエミッション化を数量的に示す
• 環境規制にも国際海運ビジネス側から意見表明する

これらは個人の意見でGSCなどの公式見解ではありません。
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